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1 序論

1 序論

1.1 研究の背景

構造物・材料の破嬢・損傷としづ現象が社会に与える影響は大きく、その予測 ・

評価の重要性についてはいまさら繰り返すまでもなし、。設計の最前線にいると

常に破壊 ・損傷の予防的観点からその予測 ・評価に携わることになる。設計は

破嬢 ・損傷に関する評価法が確立していることを前提にして行うわけであるが、

時にこれまでに解明されていない現象に出会うことがあり、戸惑いと同時に強

い知的好奇心を覚える。また、その現象が解明された場合に設計 ・保守管理が

改善される見通しがあれば、是非とも解決したいとしづ強烈な欲求が生じる。

著者にとってのその一つが、多くの研究機関より報告されている「厚肉円筒の

内面環状き裂が熱応力による疲労により、肉厚の 1/3-1/2程度で実用上停留して

いるとみなせるJとの経験則であった111什 61。ただし、正確を期すならば、こ

れらの研究機関はこの疲労き裂の停留傾向を説明することが目的だったわけで

はなく 、繰り返し熱衝撃 (ThermalShock)下の原子力圧力容器鋼材の疲労き裂

進展データ取得のために実験を行っている過程で、千回程度の熱サイクルに対

し非破壊検査の結果上有意なき裂進展が見られなくなった時点で試験を打ち切

った経験を参考までに経験則として述べている。例えば英国 CEGB (Central 

Electricity Generating Board ;現NE: Nuclear Electric )の Skeltonらは加熱された厚

肉円筒の内面に水を注入するような熱サイクルを繰り返す実験を 1/2CrMoV、

9CrlMo、12CrMoVなどのフェライト系材料、 SUS316、Inconel718などのオース



1 序論

テナイト系材料に対し行い、実験を行う上でき裂進展が肉厚の 1/3-1/2程度でほ

ぼ無視できるようになるとの観察結果を報告している111・121が、中には肉厚の

3/4までき裂が進展した例も報告している111。一方、そのき裂進展速度(da/dN)

の評価については、熱応力が弾性域を超える場合にも弾性の応力拡大係数範囲

L1Kのべき乗にき裂進展速度が比例するという、いわゆる Paris則にて安全側の

評価ができることを報告している。この実験において定常熱応力が零であるこ

と、およびParis則が成り立つことを考えるとき、図 1.1に示すように熱サイク

ノレ中の最大K値 K，刷 (= L1K )は無次元き裂長さ a/Wが大きくなるにつれ糟加

した後極大値を示し、その後減少していることになる。

この熱応力下の疲労き裂が停留傾向を示す現象は、これまで経験上知られてい

るが、現状では十分に解明されていると言えない。例えば、この現象がKfl直に

より説明できるとするならば、上のようにK値ははじめき裂長さが増すととも

に増加し、その後極大値を示して減少することになるがこの点についての確認

はなされておらず、またこのような性質を示す場合の過渡温度履歴、円筒形状、

および極大値を示す理由などはいまだわかっていなし、。

しかし、この熱応力下き裂の停留傾向は、その理由が現状未角平明にしても高温

の圧力容器にオーステナイト系ステンレス材を使用する上で設計者に勇気を与

えてくれる。例えば、 6500Cクラス以上の高瓶圧力容器は、耐圧設計上要求され

るクリープ強度の観点からオーステナイト系ステンレス材 (SUS316など)で設

計製作されることになる。ところがこの種の材料は降伏点が低く、 1回の起動

(昇温)により内面が圧縮降伏し、定常状態では発生した残留引張応力が原因

2 
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図1.1 熱応力下疲労き裂進展速度と K値(概念図)
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となり内面にクリーフ割れが発生する。すなわち、き裂発生を防止する設計は

実際上困難で、き裂の発生 ・存在を前提とした上で信頼性を確保していく設計

(破嬢制御設計)を行うことが必要になるが、熱応力下のき裂が停留傾向を示

してくれるならばき裂の管理は行いやすい。

実例として有名なものとしては、世界初の超々臨界圧(USC Ultra Super 

Critical )発電プラントである米国フィラデノレフィア電力(PECO : Philadelphia 

Electric Company )エディストーン(Eddystone ) 1号機 325MWの圧力コンポーネ

ントがある。これは 1950年代に火力発電プラントの熱効率向上をねらいとして

高蒸気条件を指向したもので、今から考えても画期的な主蒸気圧力 34.5MPa (5 

000 psig， 352 kgflcm2g )、主蒸気混度 6490C(1 200 F)とし、う世界最高の蒸気条件

を採用したことにより、従来のフェライト系に代えてオーステナイト系材料を

圧力コンポーネントに使っており 171叶 91、このプラントの圧力コンポーネント

については 22年間(累積運転時間約 13万時間)の運転後に換装工事、経年

コンポーネントの詳細な調査が PECOと日本の重電メーカとの共同で実施され

た結果110卜1121、早い時期から亀甲状のき裂が発生し、き裂が存在する状態で運

転を続けていたことがわかっている。これらの圧力コンポーネントの中には、

タリープき裂進展に対しては十分すぎるほどの余裕を持ったものもあったこと

から、熱応力下のき裂が停留傾向を示すことが理論的に裏付けられていればコ

ンポーネン卜の取り替えに至らなかったかもしれない。このような事例はエデ

ィストーンだけではないと考えられる。

4 
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以上、述べてきたよ うに、熱応力下き裂が停留傾向を示すことが経験的事実と

して知られていながら、この事実が実際の機器の設計 ・保守に現在のところ活

かされているとは言い難し、。この理由について考えると、結局のところこの「熱

応力下き裂が停留傾向を示すJという現象が理論的にきちんと説明できていな

い点に帰着するように恩われる。もしこの現象が理論的に説明でき、どのよう

な条件の組み合わせのもとにき裂が停留傾向を示すかが明らかになるならば、

機器の合理的な設計 ・保守管理への活用が可能になる。

機器の長寿命化が強く求められている現在、また人件費が右肩上がりの高騰を

続ける我が国において、人件費がその経費の大部分を占める機器の検査の合理

化は、極めて切実な問題である。このような状況下、 「熱応力下き裂が停留傾

向を示すJ現象につき理論的に説明を行うことは今後の機器設計 ・保守改善の

ブレークスルーの一つになると考えられる。
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1.2 本論文の目的と意義

本研究においては、先に述べた機器の長寿命化への要望や保守管理費用の高騰

としづ今後我が国が直面するであろう問題に対する合理的な対応、対策がます

ます必要になりつつあるとしづ背景の下、 「熱応力下き裂が停留傾向を示すj

とし、う経験的事実を理論的に解明し、これを機器のより合理的な設計 ・保守管

理に結びつけるための基本的知見を得ることを目的とする。

ところで、現状にてこの経験的事実が解明されていない原因を考えるとき、こ

の現象をそれによってほぼ記述、整理できるとされているパラメータである応

力拡大係数 (K値 引ressintensity factor )の熱応力下基本特性の全貌が得られ

ていないことがまずネックとなっていると思われる。K値そのものはどのよう

なものであれ、今や有限要素法をはじめとする数値解析により求めることが可

能であるが、その必要にして十分な基本特性の全貌を知るためにはこのアプロ

ーチに要する労力はあまりにも大きく、現実的で、はないことがその理由であっ

たろう。

そこで具体的には、本論文ではまず破壊力学の基本部材である片側き裂板、お

よび圧力容器のき裂を扱うにあたっての基本となる円筒環状き裂の熱応力下K

値基本特性の全貌を簡便にしかも実用上十分な精度でもって見ることができる

K値評価法の開発を目指す。

続いて、開発したK値評価式を用いて熱応力下K値基本特性を検討・把握し、

それを円筒環状き裂の熱応力下疲労き裂進展挙動評価に適用することにより、

6 
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目的である「熱応力下き裂が停留傾向を示す」現象の説明ができ、それが熱応

力下における応力拡大係数の特性に大きく依存していることを明らかにする。

また併せてこの疲労き裂挙動への適用を通じ、当該き裂の発生、存在を考慮、し

た上での機器のより合理的な設計 ・保守管理への知見を得る。

これらを達成することにより、本研究の範囲では片側き裂板、円筒環状き裂に

対してであるが、所用のK値を極めて容易に評価することが可能となり、従っ

て疲労き裂進展評価などの健全性評価を直ちに行うことが可能となる。そして

この結果、例えばき裂が停留傾向を示すためのガイドラインを引くといったよ

うなことも容易にできるようになり、機器の合理的な保守管理基準の作成に貢

献することが期待される。

以下、次節にて本論文の具体的な構成についてまとめる。

7 
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1.3 本論文の構成

第 1章は「序論Jであり、本研究の背景、目的 ・意義、およびその構成につい

て述べる。

第2章 「本研究に関連する基礎理論Jでは、線形破壊力学、連続体力学の基

礎理論のうち、本研究を展開する上で必要となる事項をまとめる。また、本研

究の出発点に関連し、さらに前半で得られたパラメータに関する研究結果の応

用分野である疲労き裂進展問題に関する基礎的事項をまとめる。

第3章 「片側き裂板の熱応力下応力拡大係数評価法の開発」では、材料力学

の基本部材であること、および配管中のき裂に対する LBB評価で行われる板モ

デルへの置き換え1131(注 LBB評価では配管内面に生じた周方向未貫通き裂を

平板中の半楕円表面き裂に置き換える場合がある)を念頭に置き、片側き裂板

の熱応力下K値簡便評価式を導く。

具体的には、端部を長手方向に拘束された片側き裂板に幅方向に温度が一次元

的に分布する場合における平均混度からの偏差による K値を対象とする。この

とき、重ね合わせの考え方と Duhamelのアナロジを用いることにより、自由膨

張時に生じる変位を打ち消す変位を端部に加える変位境界問題の解として求ま

ることをまず明確にする。続いて、この解を求める一つの方法として重み関数

法が考えられるが、その際必要となる当該問題に対する重み関数をコンブライ

アンスの概念、を導入することにより、用い易く応用性のある連続関数として導

くスマー卜な手法を開発し、これを用いて所用のK値を簡便に求めることが出



来る評価式を与える。

さらに一様変位・線形変位境界問題のK値を導いた重み関数により求め、その

過去の文献の値との比較、また熱応力問題に適用したときの有限要素解析によ

る値との比較を通じて、求めたK値評価式が広い範囲に渡って実用上十分な精

度を持って解を与えるものになっていることを確認する。この過程で、所用の

K値はアスペクト比 H/W(H 板の長さ、 W:板幅)の影響を強く受け、これは、

軸カや曲げを受ける場合の片側き裂板とは異なり、熱応力下K値の基本特性で

あることを明らカ斗こすーる。

第4章 「円筒環状き裂の熱応力下応力拡大係数簡便評価式の導出jにて、圧

力容器のき裂を扱うにあたっての基本となる円筒環状き裂の熱応力下K値簡便

評価式を導く。

具体的には端部を回転拘束された円筒に半径方向に温度が一次元的に分布す

る場合における平均温度からの偏差によるK値を対象とする。このとき、重ね

合わせの考え方と Duhamelのアナロジを用いることにより、円筒端部 ・き裂面

上に軸対称曲げを生じさせる表面力を加える問題の解として求まることをまず

明確にする。

続いて、基本となる薄肉円筒の軸対称、曲げ問題を弾性支持梁問題として取り扱

い、さらにコンプライアンスの概念を導入することにより、簡便、かっ円筒構

造パラメータの影響が評価可能である円筒環状き裂の軸対称曲げ下K値評価式

を導く。これを用いて円筒環状き裂の熱応力下K値を簡便に与えることが出来

る評価式を与える。この簡便評価式の精度確認は、有限要素解析により求めた



K値と比較することにより行う。

この過程で、円筒環状き裂軸対称曲げ下K値が円筒断面アスペクト比 HIWの

影響を強く受けることを明らかにする。以上より、円筒環状き裂については片

側lき裂梁と類似の断面形状ではあるが、軸対称曲げ問題については弾性支持梁

としての評価が必要であることを明らかにする。

第5章 f熱応力下応力拡大係数の基本特性jでは、片側き裂梁、円筒環状き

裂の熱応力下K値基本特性を、導いたK値評価式を用いて検討する。これによ

りK値がき裂が長さが増すとともに増加し、その後極大値を示して減少する場

合の過渡温度履歴 ・構造形状、およびK値が極大値を示す理由を検討する。こ

の過程で、片側lき裂板、円筒環状き裂の熱応力下K値に共通する、 K値が構造

に依存する項と温度分布より定まる熱変形相当モーメント M，に負号を付したも

のの積として求まることより、 M，=一定の条件のもとで所用のK値が構造に起

因して短大値を示すことを明らかにする。

その後、検討の結果得られた円筒環状き裂熱応力下K値基本特性を用い、対象

とする構造においてこれより大きな値となり得ないという意味でのK値の上限

値を導く。これにより、過渡温度履歴やき裂長さを知ることなく、直ちに安全

1)¥11の健全性評価を行うことを可能とする。

第6章 「熱応力下疲労き裂進展評価等への適用の試みJにて、第4章にて導

いた円筒環状き裂熱応力下K値評価式、および第5章の成果である熱応力下K

値の上限値を、熱応力下疲労き裂進展評価等へ適用することを試みる。これを

通じて目的である「熱応力下き裂が停留傾向を示す」現象の説明ができ、それ

10 



が熱応力下におけるK値の特性に大きく依存していることを明らかにする

まず過渡温度場解析を種々の条件に対し実施し、第5章にて導いた熱応力下K

値の上限値との比較を行うことにより、この上限値を健全性評価に用いること

によりどの程度の安全裕度があるかについての検討を行う。次に第4章にて導

いたK値評価式を用い、 Paris則、および定常熱応力は零であると仮定し、数例

につき熱応力下疲労き裂進展解析を行う。この際、詳細の疲労き裂進展解析以

外に、いくつかの簡便評価も試みる。

また、熱応力以外に刺l力を同時に受ける円筒環状き裂のK値の基本特性につい

ても試算を行い、この場合にき裂が長くなるにつれ極大値を示すための軸力の

大きさに関する目安を得る。

以上により、当該き裂の発生、存在を考慮した上でのより合理的な設計、保守

管理への知見を得る。

第7章 「結論」にて本論文のまとめを行う。
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2 本研究に関連する基礎理論

2 本研究に関連する基礎理論

2.1 緒言

本章にて本研究を展開する上で基礎となる理論をまとめて説明する。

まず2.2節にでき裂を有する構造物の健全性評価の際に必要となる線形破嬢力

学の基礎理論を説明する。はじめに本論文で一貫して破嬢力学パラメータとし

て使用する応力拡大係数 (K値)を説明する。続いて、第3意にて片側き裂梁、

第4主主にて円筒環状き裂のK値導出の際に用いるコンブライアンスの概念を説

明する。その後、 K値の一般的な計算方法の説明を行う。この中で、有限要素

解析は第3、4章、重み関数法は第3章にて用いられる。

次に2.3節にて熱応力や円筒の変形問題を取り扱う際に用いた連続体力学の基

礎理論をまとめる。まず、熱応力問題を扱うに必要な Duhamelのアナロジにつ

いて説明した。これは第3、4章に共通して用いられる。次に第4章の基礎と

なる薄肉円筒の軸対称曲げ問題がその変形に関する支配方程式の類似性から弾

性支持梁に置き換えることができることを示し、その後有限長弾性支持梁の曲

げに関連する理論を説明する。さらに、第6章にて用いられる過渡温度場解析

手法について説明する。

最後に2.4節にて第6章の疲労き裂進展解析の際に必要となる基礎理論、およ

び過去の研究の歴史的経緯について説明する。この説明の中で、非線形性が著

しい疲労き裂進展の領域においても、簡易評価の観点からすると K値を用いた

評価を行うことが妥当であることを説明する。

14 



2.2 線形破壊力学の基礎理論

2.2.1 応力拡大係数

2 本研究に関連する基礎理論

線形破壊力学は 1957年に Irwinl141により提唱されて以釆活発な研究が行われ、

新たな学問体系として完成しつつある。この方法は基本的に弾性解析に基づく

パラメータ応力拡大係数 (K値:stress intensity factor)により破壊条件が記述さ

れるので、き裂先端近傍に生じる塑性域がき裂や他の部材寸法に比べて十分に

小さい、いわゆる小規模降伏 (smallscale yielding)の範囲での破壊問題に対して

有効である。小規模降伏範囲における破嬢現象としては、脆性破嬢の他に、疲

労破嬢および環境強度の問題等があり、実際にこの方面の破壊防止設計に対し

て線形破壊力学が応用されるようになってきている。

応力拡大係数は線形破嬢力学における最も基本的なパラメータであり、すでに

多くの研究成果が蓄積されている。近年応力拡大係数に関する解説書あるいは

ハンドブックなどが多数出版されているがI15 I叶 18I、本項では ParisとSihl191の

解説をベースに応力拡大係数の基本事項について要約して述べる。



2 本研究に関連する基礎理論

き裂の変形様式

き裂面は、き裂先端近傍における物体の自由表面であるから、その近傍の応力

分布に最も強し、影響を与える。他の遠方の境界あるいは外力は、き裂先端近傍

の応力場に対して、その分布の強さにのみ影響し、分布形態には影響を与えな

い。き裂先端近傍の応力場は基本的な三つの型に分類することができ、その各々

は図 2.1に示す三つの変形モードに対応している。モード Iは開き型ともよばれ、

き裂面が互いに離れるような変形をする。モード Hはせん断型ともよばれ、き

裂商が互いにz軸 (き裂先端に平行な軸)に対して直角に、すなわちx軸方向に

すべるような変形をする。モード IIIはひきさき型ともよばれ、き裂iioが互いに

z車由に平行にすべるような変形をする。これらの三つの基本的な変形様式を適当

に章ね合せることにより、き裂先端近傍の任意の変{立場および応力場を記述す

ることができる。
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z z z 

モード I モード1I モード III

図 2.1 基本的な 3つの変形様式



2 本研究に関連する&礎理治

き裂先端の応力一変位分布

Irwin IJ: Wcslcrgaardの方法令JII~、て、凶 2.1 に示したそれぞれの変形係式に対

する応力場および変{立織を防t~J彩で;，lJいているモード ! とモード II H州性論の

、J!.r鋪flJJ組として解析することがでさ、き裂函に関してそれぞれ対林部分と反対

ft節分とに分げられる そード 1IlI t純粋せん断あるいはねじり111処置と与えるニ

とがでさる 座標および応力成分に附して関 2.2の記号を用いると、応力と変

!なI-t以ドのように与えられる，ただし、き裂先端を原点、とナる拘!p担保r、Oltx-

yr師内にとるものとする

モード1: 

K 0(.. 0 . 30) 
叫 =337COSHI-m2ssnτj 

K， 0(.. 0 . 3θ1 
σ = ー祖国各 COS II+SIO-SIO-I 
.J2nr 2 ， 2 . 2 ) 
K， 目 o 0 30 

T" = .]2;" SIIl 2 COS 2 cosτ 

σ: = v(σぜ+σ，.)， T" -T，: =0 

u=2ιωs ~(I 2V+Sin2~) 

、 =5JZsinf(2-2…S2~)

(2. 1 ) 

(2.2) 
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y 

x 

き裂先端

Z 

図 2.2 き裂先端近傍の座標、応力成分の定義



モード日

モード lll:

2 

σKIIθ人 θ 【 3引一一一一…一…-， & 0'''2¥-'…2…2) 
K.， . D D 3θ 

σy=Z37S1113COSECOSτ 

K" θ( .θ3θ1 
=吉宗COSELl-mnEmτj

κ=イσ.<+σy)， '.，，='.，， =0 

u=与J三S14 (2叫 COS'~) 
v=与JZ C04(-l+2…ゆ

K"， D 
L_ =一ーゥ=己云SJn-
，_ -12m' 2 

，_ = KIII COSθ --，.._-
>~ -&…2 
σ.< -σy-σ=τ'y = 0 

K." J2r θ 
w=ー一品ι‘ ーー-SJn-
G V 1f 2 

本研究に関連する基礎理論

(2.3) 

(2.4) 

(2.5) 

(2.6) 

式(2.1 ) -( 2. 4 )は平面ひずみ(すなわち w=olの場合であるが、平面応力の場

合には、これらの式においてα=0とおき、また変イ立を表す式中のポアッソン比
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2 本研究に関連する基礎理論

vをvl(l+りと置き換えることにより簡単に求められる。式(2.1 ) -( 2. 6 )はrに

関する高次の項を無視することにより求められる。したがってこれらの式は、 r

がき裂長さ、リガメント長さなどのx-y面内におけるこの構造の諸寸法に比べて

十分に小さい場合によい近似を与える。また、 rが零に近づく極限ではこれらの

式は厳密解となる。応力拡大係数はこれらの式中のパラメータ KJ，KJJ， KJJJとし

て定義される。

ところで、この応力拡大係数は座標 p、θには依存しなし、。すなわち、応力拡

大係数はそれぞれの変形様式に対して応力場の強さには影響するが、分布の形

には影響を与えない。式(2.1 ) -( 2. 6 )を次元解析の立場から眺めてみると、弾

性体の場合応力拡大係数は外力の大きさに比例し、またき裂を含む物体の寸法

に依存していることがわかる この寸法依存性はK値の特徴であり、この点に

ついて少し考えることにしよう。



2 本研究に関連する基礎理論

破壊力学における相似則の特殊性

図 2.3(a)に示す部材について、切欠きの底に生じる最大応力0;，聞は、 αを応力

集中係数とすると

σmax -ασ (2.7) 

で与えられる。αは図 2.3 (b)のように、寸法が n倍になった場合でも閉じ値を

とり、部材の形状 ・寸法の比のみによって決まる。他方，き裂の応力拡大係数

Kは、クラックを代表する寸法を aとすると、

K=βσFa (2.8) 

の形に書け、 βはαと同 じく寸法比のみによって定まる無次元の係数である。以

上のことから、図の(a)と(b)に示す二つの相似形部材において、 σ =σであると

きに切欠底の応力は南部材で等しくなり 、また一般に、各々の対応する点での

応力とひずみは等しい。これに対し、図(b)に示す部材のK値は

K' =βσ'Fa了=βσ，& (2.9) 

であるから、き裂先端の力学的環境が等しくなるためには、 K=K'すなわちゲ=

af../nでなければならない。これをまとめて書けば、

σ ~ σ のとき、

σmM - σ叩 K，~ ...r;;K (2. 10) 

ゲ=均 のとき、

σmM -σ叩 /...r;;，K '~ K (2. 11 ) 
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σF 

σ 

σ σF 

K=βσFa K'=βσ『必7

(a)基準の部材 (b)寸法が n倍の部材

図 2.3 相似部材の比較
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2 本研究に関連する基礎理論

となる。平均応力や最大応力によって力学的環境が決まる現象と、き裂先端の

応力一ひずみ状態に支配される現象とでは、このように相似法則が違う。これ

がき裂に対して破壊力学的手法が必要な理由の一つでもある。高い公称応力の

もとで小さなき裂に起きた現象は、大きなき裂では低い公称応力で起きるので

ある。

本論文においては、熱応力下配管内面環状き裂の健全性の寸法依存性について

を6.5節にて試算している。



2 本研究に関連する基礎理論

2.2.2 コンブライアンスの概念

コンブライアンスはき裂を有する線形弾性体の変形能を表し、パネ定数の逆数

の次元を持つ物理量である。微少変形の場合には、き裂を有する構造物に対し、

集中荷重 ・モーメ ントと変形はコンブライアンスを介して一対ーの対応関係に

ある。詳締は教科書に譲るとして、以下必要最小限の知識につきまとめた。

集中荷重・モーメントと変形の関係

説明をわかりやすくするために、図 2.4に示す片側き裂梁の例でコンブライア

ンスを定義する。集中荷重 P・モーメント Mに対するコンプライアンスを各々

λp、λMとし、 P.Mによる変形を各々u、θとする。Maxwellの相反定理により、

集中荷重 Pによるたわみ角θに対するコンブライアンスλPMと、集中モーメント

Mによる変位uに対するコンフライアンスλMPは等しいことが保証されているの

で、以後これらを区別せずにλPMと書く 。微少変形の場合には、

可
1
1
1
1
1
1」

P

M
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[
 

(2. 12) 

ここで、き裂がない場合のコンブライアンスを添字 0をつけ表し、き裂が入る

ことによるコンブライアンスの変化をAλで表すことにする。この場合にコンブ

ライアンスは次のように表せる。

λλ+L'.λ 1'0 ' ~'''P (2.13) 

( 2. 14 ) 

(2.15 ) 

λ=λ+L'.λ }'A! 

λM=λMO +L'.λM 
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P 

Z 

H 

P 

図 2.4 軸カと曲げを受ける片側き裂梁(厚み B)
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コンブライアンスの計算方法

コンブライアンス、正確には、き裂が入ることによるコンブライアンスの噌分

は、 K値がわかっていれば簡単に計算できる。

o'<p =会f(与rω古山) (2. 16) 

以内，=試引い古(討GpM(c) ( 2. 17 ) 

AλM=21(4T)い=合(討zCM(占) ( 2. 18 ) 

ここに、 Aはき裂面積 B向、c=a/W、Gは占の無次元関数である。これらの無次

元関数は、応力拡大係数の有限幅補正係数 Fp、FMとの聞に次の関係がある。

GI'(c) =π[封印)}2 d占 (2. 19) 

GI'A((占)=1T.bc. F，，(c)凡((c)d占 (2.20 ) 

G，，(占)=1T.b c{凡((占)}'dc (2.21 ) 
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2.2.3 応力拡大係数の解析

一般に応力拡大係数の解析はき裂を含む弾性体の解析によって行われ、その方

法には古典的な弾性論に基づく解析、転位の連続分布によるき裂モデノレを用い

る解析、選点法による解析、体積力法による解析、有限要素解析および境界要

素解析等がある。2次元き裂などの比較的簡単な形状に関する応力拡大係数は

すでに種々の方法で求められ、これがハンドブックの形にまとめられている1151

叶 181。しかし実際の 3次元構造物への応用を考えるとき、解析は極めて複雑と

なり、個々の問題に対して有限要素解析を行いK値を求めざるをえない場合も

多い。

本項ではまずK値解析に有効である、重ね合わせの原理について説明する。つ

いで、有限要素解析により K値を求めるための代表的な手法について述べる。

さらに、任意分布力を受けるき裂部材のK11直解析に有効である重み関数法につ

いて述べる。
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重ね合わせの原理

き裂面の変位様式(モード)が同じ場合には、異なる負荷系に対する応力拡大

係数を単純に重ね合わせれば、所用のK値が得られる。ただし、モードが異な

る場合には重ね合わせはできない。

図 2.5の中央き裂板を引っ張る場合(c)を考えるI則。(c)の場合のき裂から十分

に離れた場所での分布応力何ゅは、き裂のない板を引っ張る(a)の場合の分布応力

例文jに等しい (Saint-Venantの原理;Saint-Venant's Principle)。き裂がある(c)の

場合は、き裂面上の局所分布応力a(x)が解放される。き裂面にこの分布応力何主j

を打ち消すように局所分布応力 (-0"(主:))を負荷した場合が(b)であり、き裂のな

い(a)の場合となる。重ね合わせの原理を適用すれば、(a)の場合のき裂とリガメ

ントを含めた線上の応力分布は、 (c)の場合と(d)の場合のき裂とリガメントを含

めた線上の応力分布の和に等しい。ここでリガメントの応力分布は未知である

が、応力特異性だけを問題にすると(a)の場合に応力特異性はなし、。したがって、

(c)の場合の応力特異性は(d)の場合の応力特異性に等しく (符号は逆)、前者の

K値を Kc、後者を Kdとすれば次式が成立する。

Kc=-KJ (2.22) 

なお、以上の議論ではき裂面の食い違いが許されるとして(すなわち負のK値

が生じる)いるが、最終的状態がいくつかの解の重ね合わせとして得られると

き、最終的K値が正の値であれば意味のある正しい結果が得られることになる。
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図 2.5 重ね合わせの原理の適用[20[ 
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この重ね合わせの原理は後述する有限要素解析でよく行われるように、端部

に荷重をかける代わりに、等価なK値を与える、き裂が存在しないときき裂相

当面に生じる荷重に対応する表面力を打ち消すような表面力をき裂面にかける

解析を行い、変位法によってK値を評価する場合などに適用される。
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有限要素解析

有限要素解析によってK値を求めるには以下のような方法等が提案されてい

る。

直接法:変イ立法、応力法

エネノレギ法 :全エネノレギ法、 VCE法、 J積分法

以下、本研究にて用いた直接法について説明する。ただし、き裂まわりの要素

については特異要素を用いて計算しており 、これについても項を設け説明する。

三よ亘皇室 有限要素解析の結果得られたき裂先端近傍の応力あるいは変位

の値を直接式(2.1 ) -( 2. 6 )に代入してK値を求めるもので、応力を用いるか変

イ立を用いるかによってそれぞれ直接応力法と直接変位法とに分けられる。この

場合、代入すべき応力あるいは変位の値はそれぞれθ=0あるいはB=πに対する

値を用いる。一般に使用されている汎用の有限要素法のプログラムは節点変位

を未知ハラメータとする変位法のプログラムが多く、これから得られる結果は

変位の方が応力よりも精度の点で信頼性が高い。したがって、これらの値を代

入して得られる K値についても、変位に基づくものの方が応力に基づくものよ

り精度が良し、。そこで、本研究においても直接変位法によっている。

ところで直接法により K値を求める際に一般の要素を用いた場合、有限要素

解析によって求められた解がき裂先端近傍において式(2.1 ) -( 2. 6 )で表される

ような r叫のオーグ、の特異性を表すことはできない。そのためにき裂先端近傍

では応力と変位の精度はそれほど期待できず、その結果これから求められるK

値の精度もあまりょいとはいえない。 したがって、直接法によってK値を求め
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る場合、以下に述べるような精度を改善するための工夫が行われている。

l き裂先端からの距離rの異なる点で式正2.I ) -(2. 6 )により K値を計算し、 K

とrの関係をプロットして r今 0に外挿 した点のK値をもってこのき裂のK

値とする(外挿法)。

2 変位分布として式(2.I ) -( 2. 6 )を用いる代わりに高次の項まで含めた式を

考える方法 (2点変位法)。

3 き裂先端でr-1氾の特異性を表現できる特異要素を使用する。

本研究ではこのうち、 ]、 3項を採用している。以下、特異要素について説明

する。

b) Barsoumの特異要素 2次元問題において普通の8節点アイソパラメト リ

ッタ要素では図 2.6 (a)に示すように辺の中点に節点がある。この要素において

節点 1、8、4を1点に合体させるとともに節点5、7をそれぞれ辺の4分の

lの位置へずらすことにより 、 p -ln とr!のひずみの特異性を同時に持つ要素

をつくることができる。 したがって、この要素は弾性体および加工硬化のない

完全塑性体に応用できる。このアイソパラメトリック要素はプログラム段階で

は特別の工夫は必要とせず、データを準備する段階で図 2.6(b)に示すように節

点と座標を選ぶだけであるから，広く用いられている汎用プログラムをそのま

まの形で使用できる利点がある。なお3次元問題においては2次の形状関数を

持つアイソパラメトリック要素に対して同様の操作を行えばよい。この要素の

提案者の名をとって Barsoumの特異要素1211と称している。
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4 7 3 
3 

8の ιハ|ち 応 6中]ψ
k ベンダ6_j Ij2 

/ 2 

(a) (b) 

図 2.6 sarsoumの特異要素1211
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重み関数法

ここでは重み関数法の歴史的経緯と、第3章にて取り扱う変位境界問題の重み

関数に関する基礎事項をまとめる。

a)重み関数の歴史的経緯 現在までに計算された応力拡大係数の計算結果

は有名なハンドブックにまとめられている。これらのハンドブックとして有名

な物としてはTadal161ら、 Rooke and Cartwrightl 171、 Sihl221、 Mural何mil181ら

のものがある。しかし、片側き裂梁一つをとってみても、たとえば応力分布が

非線形になると、これらのハンドブックだけではたちまち対応できなくなる。

また、変位境界問題、熱応力問題に関しては十分に整理が行われているとは言

えない。この意味で、任意の構造物 ・荷量条件に対する応力拡大係数を精度よ

く計算する簡便な方法に対するニーズは今なお強い。

このニーズ‘を満足する強力な手法の一つが「重み関数法」である。重み関数法

はBuecknerl23 1により 1970年に提案された手法である。重み関数法では、ある

構造物に対する重み関数を一度求めれば、その構造物に対し任意の荷重が負荷

された時の応力拡大係数を求めることを可能にする優れた計算手法である。

一方、 Ricel241はほぼ問時期に平面問題に対する重み関数を求める便利な手法

を提案した。その後重み関数法は応力拡大係数を求めるための有力な手法とし

て発展し、 Shamら125 1が材料の異方性、変位境界問題 ・熱弾性問題などのすべ

ての荷重条件、 3種の破嬢モードに対応した 2次元問題に対する重み関数の計

算法をまとめ、計算手法としての完成を見たとされている。ただ、重み関数は

一つの構造に対し一つ存在すること、および個々の重み関数を求めることその
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こと自身が労力のかかる仕事であるため、実用に耐えるデータが整備された形

で提供されるまでには至っていない。たとえば、片側き裂梁の荷重境界問題に

対する重み関数ですら、 Chengl26 1. 1 27 1らが提案したのは 1988年になってからで

ある。これでは重み関数法の強み、すなわち計算アルゴリズムに乗り易い点、

が発揮されるとは言い難い。重み関数は定式化されてこそ、少なくともプログ

ラム化されるアノレゴリズムに展開されてこそ、その意義がある。この意味で重

み関数法は実用面でまだまだ発展途上にあると言える。

b)変位境界問題への適用 さて、 sueckner、Riceが当初提案した形式は、荷

重境界条件に対してのみ適用できるものであったが、 Buecknerは 1973年の段階

で重み関数法が変位境界問題に対し拡張可能で=あることを指摘している 128 1ょ

うである。これを片側lき裂梁の問題に適用したのが、 sowieand Freesel 29 1である。

彼らは変位境界上の荷重が apriori にはわからぬにせよ、結果として求められる

荷重がわかれば荷重境界問題に帰着する点に着目した。すなわち、 sueckner、

Riceが位置のみの関数として扱っていた境界上の分布力 ・変位を、位置のみな

らずき裂長さの関数として扱ったのである。これにより、変位境界条件に対す

る重み関数が、一様変位境界問題に対し結果として得られる境界上の応力をき

裂長さで微分した値、及び一様変位問題の応力拡大係数から求まることを導い

た。現在までのところ片側き裂梁の変位境界問題重み関数は定式化されておら

ず、あるアスヘクト比に対し図表の形で一様変位1291.1301、線形変位1291に対し示

されている状況である。
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さて、図 2.7の問題について考える。図中"1"、"2"の構造物の形状は同一で、

荷重条件のみが異なるとする。ここに荷重条件"1"、"2"に対応する荷重ベクトル

Tjlj仇y，のとれのβ，y;a)によりき裂先端に生じる挙動は、モード lの挙動のみで

あるとする。添字 Iは多数の荷重ベクトルの識別番号で、ある。この荷重ベクト

ノレに対応する変位を各々 u，(I)(x，y; a)とU，fみβ，y，a)とする。また、これらの荷重ベ

クトルの合計により求められる合ベクトノレに対する応力拡大係数を各々K/'i例、

K/み(a)とする。

このとき荷重条件"1"、"2"の問には、中目反定理により次のような関係が一般的

に成り立つ。

川l(a)K?l(a)=計r[穴問答ーやJ判 (2.23 ) 

ここに、 E=E (ヤング率) 平面応力、 E/ (1ーの.平面ひずみ、 v ポアッソ

ン比、である。

もし条件の"1"を変位境界条件が与えられた場合に選ぶならば、次〆1)/，ゐ =0で

あるので式(2. 23 )は簡単になる。この場合、条件"}"の変位境界条件は任意で

。
し
ト

ι

川 "，. E' rdl川山
K}JJ(a)K}lJ(α)= ー |ー:-.U~l'dS

2 (~ al 
(2.24 ) 

式(2.24)より、ある構造物に対し一つの変位境界問題に対しめ(1)何とoT/I)/，ぬ

を求めることができれば、任意の変位境界条件に対する応力拡大係数 KP!(a)を

計算できることがわかる。すなわち、変位境界条件に対する重み関数 wβ ;a)'を

次のように定義できる。
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図 2.7 境界条件“1"と'γ
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K~2) (α) = IU，(2)(州 a).w(州 a)dS (2. 2S) 

補足説明をすると、式(2. 25 )の積分は境界上全域にわたり実行することを意味

している。また、 U，(2)ρ，y，の が t個の変位ベクトルを表しているので、これに

ついては重ね合わせることを意味している。他方、条件γ'についてはある一つ

の変位以(1)β，y;a)に対し応力拡大係数K/')仰 が求まっていればよい、という

点に注意が必要である。

ところで、式(2. 25 )により重み関数を定義できるが、条件"1"を一様変位境界

条件に選ぶと何かと便利である。そこで、以下重み関数を次のように定義する。

E‘ ar(l) 

ν(x，y;a)=一一一一一一一」ー
2K~ ' ) (a) ゐ

(2.26 ) 

一様変位境界条件に対する応力拡大係数 ~/)(a)は、条件ワ'を " 1 " と閉じに選ぶこ

とにより式(2.24)から求まる。

{K ~ ' \a)} 2 =-.!fU，(I) ダ (1)K~ '\α)} =一一ujj -必 (2.27 ) 

なお、式(2. 27 )中の添字 tはある特定の一様変位境界条件を示している。

式(2.26)、(2. 27 )は変位境界問題の重み関数を求める方法につき、重要な情

報を与えてくれる。すなわち、

- 重み関数 III(祉，y; a)を変位境界問題に対し求めるためには、ある一様変位

境界問題に対する境界上の表面カ分布のき裂長さに対する微係数oTl');，ゐ

を求めさえすればよい。
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しかし、実はこれが厄介な問題なのである。なぜなら、 一様変位境界問題の境

界上の表面力分布を求めることは、問題を解くことに他ならなし、からである。

二次元問題であれば、選点法 ・有限要素解析、 三次元問題であれば有限要素解

析などがこの問題を解くための手法として考えられる。 しかし、計算する変位

境界条件の数が少ないならば、わざわざ一様変位境界問題を解き、重み関数を

求めるとしづ手順を踏むことなく、直接与えられた変位境界問題をこれらの手

法で角科、た方が効率的である。そこにこれまで重み関数法がなかなか実用化さ

れてこなかった問題点があるように思える。以下、第3章において変位境界問

題に対する重み関数、そして結局はー綴変位境界問題に対しor/'}/，ぬを求めるた

めの明快な手順を導く。

c)基本式の導出 最後に、重み関数法の基本式(2.23)を相反定理より導く。

以下の議論はそのままモード11に適用できるが、ここではモードIの変形様式に

ついて説明する。

図 2.8の幾何学的に同ーな形状"}"、およびつ"を考える。表面カベクトノレr/')仇y，

a)、およびTPρ，y，a)によりき裂先端近傍において生じる変形挙動は、モード I

のみであるとする。対応する応力拡大係数、および変位ベクトノレをそれぞれ

K//)(α)、 U，ρJρ，y; a)、およびK/刀(α). U，ω(x， y; a)とする。また、 Gがt.a= 0の

廃界を表し、 C血がき裂表面Llaを表すとする。このとき、 Betti-Rayleighの相反

定理により
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図 2.8 重み関数基本式の導出
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L r，(2)(X，yα).U，(')(x，y:a)dS = Lげ)(x，y:a). U，(2)(X， y:a)dS (2・28) 

が得られる。

さらに、 Caを固定して式(2. 28 )をき裂長さ αについて偏微分することにより、

次式が得られる。

1. dr，笠竺竺!ど土2)主h1り刈い)刊ゆ恥い(か仏仰xムx，y:刈吋α吋)dS+寸巾Lr，ドげ〉♂グ.r，(2)川川Rガげm門刊門(2例叶門2吟刊叱怜)刊)(xかxτ，y訓川yμ川a吋).oU，(I)子丘山山d必'S=
j珂即(1り)?f?yα吋l.u♂(ρ2)(X，yμα +寸Lr，戸(1)υx 釘 (2ヤ吋
一一 ，べ)刊(x，y:a)dS+1 r，ぺ(x，y川d吋)一一でつ一一一

ここで、相反定理を図 2.8の境界 Ca+Cムに適用し、

LI r，(司(2)fya)|1γ)(x，y:a)+一一一一ωI.U，(')(x，y:a)dS= 

u昨印附L[r，(')ドγ[r，(I)ガげ叩(1仰1リ)川 l-[卜ドヤい川川叫昨叩州内(2円川2吟吋叩)刊恰(か初仰山川x仰州川y〆μ;刈α
L1穴ガげ叩.(ナ川(引川仰川1リ小吋).吋.(かxム，yα吋).U叫印ω(2円2吟)(xかxムx，yαω+ δω刈Q寸)d.必S 

(2.29 ) 

(2.30 ) 

ここで、 Tjυ'(x， y， a)は形状"1"におけるLla上における平衡力である。式(2. 28 )、

(2.29 )より、式(2. 30 )は次のように変形できる。

{s宅金u川

Ca上では

γ)' (α).U，(2)(a巾)←同盟)¥ 11笠と竺2.Ja+t:.a-xI 
川不弓)11 点万; v- ，~_ Î 
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ここに、ヤング率 E'=E(平面応力)、 E1(1ーの(平面ひずみ)であり、 vはポア

ッソン比である。式(2. 32 )を式(2.31 )に代入し、 Lla→0とすると所用の基本式

が得られた。

K，(') (α)K，(2)(α)=引II7;(2)型_OT，(とU，(')Ids f ( 2. 33 ) 
|川 ' ゐゐ， 1-1 
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2.3 連続体力学の基礎理論

2.3.1 Duhamelのアナロジ

ここでは第4章にて環状き裂の熱応力下のK値簡便評価式を導出する際に用

いる、 Duhamelのアナロジについて説明する。

Duhamelのアナロジは Duhamel-Neumannのアナロジとも呼ばれ、非連成準静

的熱弾性問題を、その熱ひずみによる変形と等価な変形を与える表面カ ・物体

力の問題に置き換えるための理論である13210 本論文では以下 Duhamelのアナロ

ジと称することにする。

Duhamelのアナロジ 正確に同じ形で図 2.9に示すような条件が与えられた

こつの物体を考える。このときはつぎの関係が成り立つ。
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 イ (2.34 ) 

(2.35 ) σJ(H)=σf)-Bθ(I)8lj 

以下、このアナロジを導く。



T}l) =t-0 

θ(1) =t-0 

物体 I
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rYI}=土(l)+M (I)vf

X{II) = X{l) -B ofi') 
OXi 

物体 II

図 2.9 Duhamelのアナロジ
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Duhamelのアナロジの導出 非連成準静的理論において、応力とひずみは，適

当な境界条件を用いて、次の式 (2.36)ないし(2.37)により各瞬間温度分布θ'(XI，

X]， x3)1こっき計算される。

今

J
q
4
 

一一
f
J
 

)
 
J
 

U
 
+
 
j
 
u
 
(
 

l
一2
一一V
 

O
Le 

(2.36 ) 

Dv， OO'" 口

ρー→=ーーニー+A:，
Dl ゐJ

( 2. 37 ) 

等方材料では

円 =λe岬/iy+ 2GeゲーB5yθ (2.38 ) 

σ仏J+X， =0 (2.39 ) 

が成り立つ。ひずみ

)
 
J
 

U
 
+
 
J
 

U
 
(
 

l

一2
一一ゲe
 

(2.40 ) 

は適合条件

e.. " + e，_， -e ， ， = lJ 1j，1d ''''/':1，1] ~jI， lk - v ( 2. 41 ) 

を満足しなければならない。式(2. 38 )に対応して次式がある。

1 + v 
e" =一一συーヱσ....5..+αθ'5 B =~ι 
ツ E " E 州ゲ ド 1-2v 

(2.42 ) 

まず、(]'ij=Oのとき式(2. 42 )は

elj =αB5， (2.43 ) 
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となり、式(2.41)は

θ"δゲ + B "o" θ~1' 0" -B"oj' = 0 (2.44 ) 

となる。この式は

θゲ =0， i，j=I，2，3 (2.45 ) 

ならば満足される。この解は任意係数 a，を用いて

θ=ao+a，x，+α2X2 +α3X3 (2.46 ) 

となる。したがってθが空間座標Xj，X2， XJの1次関数であり 、また境界の変位が

拘束されなければ、応力を用いなくても適合条件を満足することができる。一

般に任意の温度場について、熱膨張のみに対応するひずみ場(2. 43 )は適合では

なく、その場合には熱応力を考慮しなければならない。式(2. 38 )と(2.40)を(2

39 )に代入すれば、 一般化 Navierの方程式

Gu，州 +(λ+G)u川 t+X，-BO，=0

を得る。この式は境界条件が

(2.47 ) 

κ= J，(x"x"xJ) (2.48) 

で与えられるとき、特に便利で、ある。一方、境界上で、力が与えられるとき、す

なわち、

T， =σ山 =g，(x"x"x3) ( 2. 49 ) 

ならば、境界上で

ψu"."o" + GU'.j + G円，-Bos]=g， 
(2.50 ) 
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が得られるはずで、ある。ここにηは境界面上の外向き法線ベクトルの成分で、あり、

g，は与えられる。

式(2. 47 )ないし(2. 50 )を線形弾性理論の対応する方程式と比較すれば、温度

変化θの影響は、 Navierの方程式における物体力x;をX，-B8，で置きかえ、ま

た表面力g，に対しあ +B向。を代入するのと等価であることがわかる。このよう

に、温度変化θにより生じた変位 UI，U2、113は、同じ形で全体の温度が一様な物

体に、物体力(-B8，)および面上に作用する法線カ Bθによって生じた変位と同様

で、ある。すなわち、Duhamelのアナロジが導かれた。
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2.3.2 円筒と弾性支持梁

ここでは軸対称荷重を受ける薄肉円筒の問題が、支配方程式のアナロジより弾

性支持梁問題に置き換えることができることを示すために、その支配方程式を

導く 13210

図 2.10に示す円筒・ンエノレの微小要素を考え、平衡方程式を導く。まず対称性

より、せん断力 Nx"，=N匝がこの問題においては零となり、周方向力 N"，が周方向

lこ一定となる。軸直角方向のせん断力成分についても、対称性より非零成分は

Qxだけとなる。次に図 2.10の円筒、ンエノレ要素に作用する曲げモーメントを考え

ると、 Mふ=N師 =0であり、 Mψが周方向に一定となる。このような対称性の条

件を考慮するとき、 6個の平衡方程式のうちの3個は自動的に満足され、残り

の3個について考えればよいことになる。すなわち、 x、z方向成分の荷重、お

よび y軸に関する曲げモーメントに関するつりあいを考えればよい。外力は表

面に垂直な成分のみであるとすると、平衡方程式は次式となる。

dN ず Rmゐd伊=0 ρ.51) 

dQ 
77Rmdxdψ + N "，dxdψ+ZRmdxdψ=  0 (日 2) 

dん4
-7-L R ，，z dxdψ -Q.，Rmd伊 =0 (2.53) 
ax 

ここに、 ん は平均半径である。
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Rm'" drp 
Qx+da m¥f -
dx "， 

薄肉円筒の力のつりあい

N+笠乙
A dx 
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式(2.51)はめが一定であることを示しており、以下の議論では零とする。式

(2.52 )、(2. 53 )は次のようにまとめることができる。

dO I 
-~.tキー- N.. =-Z 
dx R"， ψ 

(2.54 ) 

dM 
Z土-Q，=0 (2.55 ) 

この2つの式はN"，、仏、M"の3つの未知数を含んでいるのでこのまま解くこ

とができず、変位を考慮する必要がある。

対称性より、周方向の変位 vが零であるので、 x、z方向の変位 t人 W だけを考

えればよし、。これによりひずみは次のように書ける。

Hookeの法則を適用し、

dll 
5.=一-. dx 

Nr=I4与(…)=74与(2-vd=0

Nψ告(…)=72与(十剖
ここに、 Wは肉厚である。

式(2.57)、(2. 58 )より、次の関係、を得る。

dll W 
一一一=v一一-
dx R"， 

N.. =_ EWw --
'1' R 

51 
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曲げモーメントについて考えると 、対称性より周方向の曲率変化がなく、 x方

向の曲率は(_rlwld:/)である。板と同様の式を用い、次の関係を得る。

Mψ = vMx 

M_=-Dζ芋
lな4

ここに、 Dはシェルの曲げ剛性である。

D= EW
J 

-
12(1-v2) 

式 (2.54)、(2. 55 )から Q.Tを消去し次式を得る。

d2M_ 1 
一一寸.L+ー--N_=-Z
dx' R • 

(2.61 ) 

( 2. 62 ) 

(2.63 ) 

(2.64 ) 

式(2. 60 ) -( 2. 62 )の関係を用い、円筒シェノレの軸対称変形に関する支配方程式

が得られた

d2 ( _ d2wI EW 
一~I U一一一. 1 +ー-=-w=z
dx' ¥. dx') R' 

(2.65 ) 

円筒シェルの肉厚 Wが一定である最も単純な場合には、式(2. 65 )は次のよう

に書き直せる。

D d4w Ew r 
一一一一+ー一一一w=L
dx4 R;， 臼
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ここで次のような定数βを用いることにすると、

グー主主ー=3(1-V
2
) 

4R，;，D R，;，W2 
( 2. 67 ) 

次の弾性支持梁と類似の支配方程式が得られた。

会+仙=t (2.68 ) 
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2.3.3 弾性支持梁の基礎理論

ここでは第4章にて環状き裂の熱応力下のK値簡便評価式を導出する際に用

いる、弾性支持梁の基礎理論について説明する。また、基本となる荷重条件に

対する有限長弾性支持梁の基本解をハンドブック形式で図として添付した。

本論文で弾性支持梁という場合、これは梁がその任意の位置においてたわみに

比例する反力を弾性床から受ける場合を指す。このような仮定は 1867年に

Winkler' 33 ，により導入され、 1888年にZimmermann'34 ，が鉄道線路の解析に用い

て以来、土木 ・建築の分野で広く用いられてきた仮定である。機械屋にとって

はあまりなじみのない仮定であるが、あまり意識することなく薄肉円筒の解析

に用いられてきている，32 ， ここでは、この分野では名高い Het的Y'の著書，35 ， 

に従い、説明を行う

弾性支持梁の基礎方程式の誘導と一般解法

まず、弾性支持梁の支配方程式である、たわみ曲線の微分方程式を求める。

神性床によって全長にわたり支持されており、その縦軸線、すなわち各横断面

の図心を結ぶ線、に垂直に働く力を受ける図 2.11のような真直梁を考える。こ

の与えられた荷重によって梁はたわみ、支持体に連続して分布する反力を生じ、

任意の点におけるその強さ p が、その点における梁のたわみに比例するという

基本的な仮定をする。すなわち、 yを梁のたわみとするとき、 p=かが成り立っ

とする。反カは垂直、かつ梁のたわみと反対方向に生じ、たわみが下方向(正)

に向かう場合には支持体に圧縮が生じる。
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。
x 

図 2.II たわみに比例する反カを受ける真直梁

55 



2 本研究に関連する基礎理論

ここで、 p=かという仮定は支持体の材料が Hookeの法員Ijに従うことを意味

しており、支持体のこの定数kokglml11
Jを基盤係数 (modulusof the foundation) 

と称する。本論文においては円筒問題への適用を考え、基盤係数を「弾性支持

梁のバネ定数」と称する。

以下、幅bの均一断面を有する梁が卵性支持されている問題を考える。このと

き梁は単位たわみに対し、支持体より bkoの反カを受ける。その結果たわみがy

となる点における梁の単位長さ当たり分布反力は、

pkgJmm = bkoY (2.69 ) 

となる。簡単のため、これからの式の誘導においては bmm X ko kglmmJの代わり

にkkgll111112を使う。ここで、この kは梁の幅の影響を含んでおり、単位幅の梁

を取り倣うときのみ数値的に等しくなることに対し、注意が必要である。

ところで、荷重を受けた梁がたわむとき、垂直反カの他に梁が支持体との接触

面に沿って若干の水平力(摩擦による)が生じると考えられる。ここではその

影響は小さいとして、考慮、に入れなし、。そして基盤の反カはどの断面において

も垂直であるとする。

さて、微小長さ &の梁の要素について考える。この要素は分布荷重qkglmm

が作用する梁であるとする。この要素に働く力のつりあいを図 2.12に示す。上

向きに働く断面左のせん断力 Qを正とし、曲げモーメント Mは要素左側lから時

計四りの回転を与えるとき正とする。
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Q 

M
F
l
¥
 

dx …ヘノ
~ 

pdx=かdx
Q+dQ 

図 2.12 弾性支持梁要素のカのつりあい
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図 2.12における垂直方向の力のつりあいより次式を得る。

Q-(Q+dQ)+かdx-qdλ=0

ここに、Q=dMldxの関係より、

dQ d'M ， 
dx =----;pぺy-q

(2.70 ) 

( 2. 71 ) 

を得る さらに梁の曲げに関する既知の微分方程式 EJ(cfy/dxう=-Mを2階微分

することにより、

d'y d'ルイ
EJ一一-;-=ー一一?
dγ dx' 

(2.72) 

が得られる。この関係を式(2. 71 )に代入することにより、所用の弾性支持梁の

支配方程式が得られた

d4y 
ElE;τ=ーか+q

分布カがない場所、すなわちq=Oの場所については、

EIEZ=-b 
dx‘'  

( 2. 73 ) 

( 2. 74 ) 

が得られ、以下においてはこの式(2. 74 )の一般解のみ考える。これは、分布荷

重q'こ対する特殊解を見IJ途求め、この一般解に重ね合わせることにより式(2.73 ) 

の解が得られるからである。

ここで、式(2.74)においてβを次のように定義するとき、

β=~ (2.75 ) 

式(274)の一般解は C，-C，を積分定数として、次のように書くことができる。
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y;♂(c， cosβr+C，sinsr)+eル(c，cos正面+C. sinsr) 
(2.76 ) 

ここに、 βは支持体の剛性と同時に梁の曲げ剛性の影響を含み、たわみ

曲線の形状に影響を与える重要なファクターである。このためβはこの系の特性

値 (characlerislicofthe system)と呼ばれ、その次元は長さの逆数である。また、

l/sはしばしば特性長さ (characlerisliclength)と呼ばれる。

式(2. 76 )は弾性支持された矩形断面の真直梁に、縦軸線に垂直な曲げのみが

加えられた、 q=Oの場合に対するたわみの一般解を表す。分布荷重が加わる日寺

は追加の項が必要となる。式(2. 76 )を微分して次の式を得る。

1 dv 
万三f=日[C，(cosル-sinル)+C， (∞sル +Sln ル~ (日7)

e-P' [CJ( COSル+Slnル)-C.(cosルーSInル)]

1 d'v ~， 
2s' dxす=-e'" (C， sinルーC，COSル)+ e-/1< (CJ sin sx -C. cos sx) ( 2. 78 ) 

ここで、

1 d)v 
F Ef=J[Cl(coゆ +SInル)-C，(coゆ -SInル)] ( 2. 79 ) 

+ e-/1<[ C)(cossx -sinル)+ C4(cosβX + SInル)]

生=吋 _ Eld'~; M‘ーEld'y;o
dx dx' dx' ι 

(2.80 ) 

であるので、式(2.77 ) -( 2. 79 )から曲げモーメント M、およびせん断力 Q同様

にたわみ曲線の勾配θ(微小変形の範囲では、 tanθ tめ に対する一般式を得る

事が出来る。また、支持体が受ける圧力の強さは式(2.76)からp=か として求
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これらの一般解、あるいは分布荷重 qに対応する特殊解を具体的tt.問題に適

用するには、次のステップとして積分定数 c， -c~ を決める必要がある。 これら

の積分定数は梁の荷重状態により変わるが、たわみ曲線、およびその微分値が

連続している梁についてはその範囲内で一定値となる。そして、この連続部の

両端の境界条件からこれらの積分定数を求めることができる。一般の問題では、

4個の変数 y、θ、M、Qのうち2個につき両端における値が既知であり、これ

らの境界条件から4個の積分定数c，-c，を定めることができる。

なお、梁が図 2.11のように各種の荷重を受けるとき、梁全長をその範囲でた

わみ曲線・微係数が連続した何本かの梁の組み合わせと考え、その接続部にお

ける連続性により境界条件を定め、積分定数を求めることになる。例えば、図 2.

11 においては A-a，a-b、b-cおよびc-Bの4本の梁に分解して考えることになる。

数学的な観点からすると以上のように問題は完全に解けるが、その手順は面倒

であり、実務的な計算になじまなし、。 しかしながら、もし一般解中の積分定数

が端部境界条件の物理量の形で書かれているならば、具体的な問題の計算は大

幅に簡単になる。以下、この解法について述べる。
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初期値法による支配方程式の解法

弾性支持梁が図 2.13のモーメント M、集中力 P、及び分布荷重 qのような各

種の荷重を受ける場合を考える。x、y座標系の原点を梁の左端にとる。

式(2.76)-(2. 79 )においてx=Oとすると、梁の左端の境界条件が次のように

得られる

[YLo = Yo = C， + C) 

[乱。=合=β(c，+ C2 -C)ぺ )

[-EI託。=Mo = 2s2 EI( -C2 

[-EI札=仏=2sJ EI(C， -C2 -C， -C.) 
Cを未知数として上式から

C， =士Yo+よOo+__~ _. Oo
.-" 4β " 8s'EI日

C， =土O.--~-M.-_I-οa
4β ν 4β'EI 0 8s' EI =0  

c， =tyo -~Oo -_ _~ _ 00 
一噌 4s " もs'EI ~O 

c=土0.+ー」 Ma-」ーο一
司 4β " 4β'EI 0 8βJEI ~U 

(2.81 ) 

( 2. 82 ) 



2 本研究に関連する基礎理論

図 2.13 多種の荷重を受ける弾性支持梁
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式(2.76)のCを上式で置き換え、

~(eß' + e噛)=吋ル ~(elk 汁=sinh sx) ( 2. 83 ) 

を代入すればたわみ曲線は次のような形になる。

九 =Yoベ(β)引F，(ル)-古川(ル)一声倒(ル) (2.84 ) 

汽(ル)= coshルcosル

弓(ル)=j(c叫叫+川ルmル)

(2.85 ) 

月(ル)=jsl出ルm

凡引(β附仲)ト=→i主(加∞s山 l川nsxん一→si川n山hβωル)
式(2.84 )においてこの一般解の積分定数は、梁の端部x=Oにおける境界値Yo、

Bo. Mo、Qoを含む形になっていることわかる。この特徴があるので、式(2. 84 ) 

をもとに問題を解いていくこの方法は初期値法 (melhodofinilial condilion)と呼

ばれる。積分定数が端部境界上の物理盈として与えられることより、先に述べ

た一般解法に比べ非常に使いやすくなっている。

式(2. 84 )のさらに一般化された形は次のように考えていくことにより、求め

ることが出来る。まず、境界値YO、命、 Mo、Qoが既知であるとして、梁の左端

から荷重を受けない部分 A-aについては、式(2. 84 )によりたわみを表すことが

できる最初の荷重が図 2.13に示されるように集中モーメント Mであるとする。

このモーメント Mが荷重点の右 (X>Ûf)のたわみ曲線に及ぼす影響は、そのモ

」メントの絶対値を除けば端部モーメント MoがA-aの部分 (0<xく Û， ) のた
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わみ曲線に及ぼす影響と明らかに同じである。式(2. 84 )にて Moがたわみんに及

ぼす影響はー(1/β2EI)円(ル)として表されることから、点 aにおけるモーメント

Mfまれの右、すなわち x>UMのたわみに一(1/β2EI)叶β(x-uu)JMの修正効果

を与える。従って a-bの部分のたわみ曲線は式(2.84)にこの修正項を加えること

により求められる。

同様にカ Pは点bの右のたわみ曲線に(11s3 EI)凡[β(x-Up)Jpの影響を与える。

最後に分布荷重qは無限の集中力からなるとみなせるので、x>cの部分のたわ

み曲線に与える影響は(μEI[叫 [β(x-u)Jdu)で、あると結論づけられる。 x>

dでは積分の上限はdとなる。以上の結果をまとめると、図 2.13の荷重条件に

対してたわみ曲線は次式により与えられる

… F，(角川知的-jE7m{&〉古伽{ル.) ( 2. 86 ) 

EJd[β(円 {)J+万七町[β(x 的)J

+古川β'(x-u )]ぬ

この式は梁の左端 (x= 0 )と今考えている点 (x=x )の聞に作用する M、

P、qの影響を含むものであり、これらの荷重のうちのいずれかが欠ける場合に

は式(2.86)の対応する項をなくせばよい。上の式を続けて微分し

C/F， _ A or  dF， ^~ dF， ~_ dF J:=-4β凡'Ef=阿，ず=βι ず=肌 (2.87) 

と置くと回転角、モーメント、せん断力が次のように得られる。
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8x = 8oF，(ル)-古川(ル)一方似(ル)-4州(ル) ( 2. 88 ) 

戸川伊(x-Û'川叫")J叶)月J+s2古J告七!包ヤE百r7f戸門P列m川巾l乃叫1司巾仲[伊β
+ 万声古古主缶}7!μhM川坤州乃吋巾噺[ド似β利(x一寸叶uけ寸)] ぬ

Mx = M日(ル)+土Qoろ(ル)+与YO円(β)+会机(sx)β s' 'V  >V J s 

+附[β(x-u，，)J十円[β(x一寸

Qx = Qo汽(ル)+EyA(ル)+4M(ル)-4sMo凡(ル)βp  

-4βM凡[β(x-uM)J-p汽[β(x-u，.)トド[s{x-u)]du 

(2.89 ) 

(2.90 ) 

式(2.86)、(2. 88 ) -( 2. 90 )をみると、端部境界値Yo、()o、Mo、Qoがその中にシ

ステマティックに現れている すなわち、このし、ずれの式においてもこの4個

の端部境界値が登場し、その関数Fo-九 との対応は、式(2. 86 )、(2. 88) -(2. 90 ) 

へと進むに従い一度に一つずつずれてし、く。同傑のことが梁が受ける荷重M、p、

qと関数Fとの対応においても見られるc

x=1を式(2.86)、(2. 88 ) -( 2. 90 )に代入し、 梁の左端境界条件と荷重条件よ

り梁の右端のY(、t耳、 M(、Qtを得る。先に述べたように、梁の端部境界条件を与

える四つの量すべてが既知ではなくとも、通常両端において各々二つが既知で

ある 各々の端部において二つが未知数と して残る。あわせると四つの未知数

となるがこれは式(2. 86 )、(2. 88 ) -( 2. 90 )により定めることができる。

ここで、 例として図 2.13の両端自由支持の梁を考える。この場合同端の境界

条件はMo= M(= 0、Qo= Q(= 0となり、これらを式(2.86)、(2. 88 ) -( 2. 90 ) 
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に代入すると式(2.89)と(2.90)の左辺は零、右辺は二つの未知の初期条件YO、

ぬを含むのみとなる。二つの未知数に対し二つの式が得られるので、この未知

数は一意に定めることができる。以上、求まったYO、θ。、およびMo=O、Qo=O

を一般式，(2.86)、(2. 88) -( 2. 90 )に代入すると両端自由の弾性支持梁の任意中

間点に対する各値 YX、{}x、Mx、Qxが計算できる。この方法の素晴らしい点は、

積分定数が明快な物理量として与えられる点と、式の中これらの定数がシステ

マティックに現れる点にある。しかしながら、この方法ですら関数 Fの表が完

備されている場合にのみ実用的となる。

重ね合わせの方法による支配方程式の解法

以上、弾性支持梁の支配方程式を解く二つの方法を示した。共にたわみ曲線の

定められた端部の条件から積分定数を定めようとするものである。一般解を特

定の問題に適用するときの主たる困難は積分定数の決定にあり、紹介したいず

れの方法においてもかなりの労力を要する

これらの困難は重ね合わせの方法 (MelhodofSuperposilion)を用いることで大

部分避けられる。この方法の有利な点は無限長の梁に対する積分定数を定める

ことが非常に簡単であることに基づいている。結果として任意の荷量を受ける

無限長弾性支持梁のたわみ曲線が簡潔な形で得られる。Hetenyiはこの手法によ

って、特定の境界条件 ・荷重条件に対する有限長弾性支持梁の基本解を求めて

いる。本論文ではこの解を円筒問題用に書き直し、これを重ね合わせることに

より円筒問題を解いている。ここでは、 Hetenyiの手法の詳細は省略し、 本論文

で用いた基本解をハンドブック形式で図 2.14-図 2.17に紹介するにとどめる。
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x 

C 

H 

x' 

図 2.14 両端に集中力を受ける弾性支持葉

y=-2EEX∞sh sx cos戸+cosh sx' cosル
k sinh β!H + sinβr}[ 

。=竺s'x 1 )( 
k sinhβ!H + sinβH 

[si凶ルcossx'+ cosh sx sin sx' 
-sin sx cosh sx'-cos sx sinh sx' 1 
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Mo Mo 

H 

図 2.15 両端に曲げモーメントを受ける弾性支持梁

y-2MJ2× l 
- 一k si凶 β'H+sinβIfl 

[ si山 sx∞ssx'-coshルsinsx'
-sinル∞shsx'+ cos sx si油戸]

(2.93 ) 

θ=ー竺EELmhsxcossx'-∞shsx'∞ゆ (2.94 ) 

k sinhβ'H +sinβH 
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図 2.16 一端に集中荷重を受ける弾性支持梁

y-2M  SInhβ'/-Icosルcoshsx'-sinβ'/-Icoshsx∞ssx'
一一一一 、 (2.95 ) 

sinh'β'/-1 -sin' sI-I 

θ=一竺s'x I x 
k sinh'β'/-1 -sin'βH 

[sinhβ'/-1 {sinルcoshsx'+cosルsinhsx'}
+Slnβ'/-1 {sinh sx cos sx'+∞shsx sinsx'} 1 

(2.96 ) 
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図 2，17 一端に曲げモーメントを受ける弾性支持梁

y-2MJ2× l 
一一k sinh2β'H -sin2βH 

[sinhsH{sin ルcosh戸-cosjなsinh戸}
+Slnβ'H {sinh sx cos sx'-cosh sx sin sx'} 1 

(2，97 ) 

。=当 s3.~i凶βH∞sßx∞州'+sinßH∞shsx cosル (2・98) 

sinh2β!H -sin2βH 
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2.3.4 過渡温度場解析

ここでは 6.2節にて使用する、円筒の半径方向に温度が一次元的に分布し、そ

の内面を流れる流体の温度が変化する問題の過渡温度場解析手法について説明

する。外商は断熱されているものとする。

この問題に対する基礎方程式は、次に示す Fouri巴rの熱伝導方程式で、ある。

Z=討22+fZ) (2.99 ) 

ここに、 T 温度 (OC)、 r:時間 (hr)、F 半径 (m)、A:熱伝導率 (kcal/mhOC)、

c 比熱 (kcaJ/kgOC)、y 比重量 (kg!m3) 、である。

そして、境界条件が次式にて与えられる。

内面 dr 
h(千 九)=ー八一 (2. 100 ) 

t量

外面 t - ^ g~= o 
3・

(2. 101 ) 

ここに、 h 熱伝達率 (kcaJ/m2hOC)、T，、TI1、乃各々流体、円筒内面、外面温

度、である。

この方程式を図 2.18に示すような円筒モデノレに対し、前進階差法にて解く手

順を、以下説明する。断面は6分割するものとした。

71 



2 本研究に関連する基礎理論

T
I
 。

rj L1rj L1rj+ 1 

図 2.18 円筒の過渡温度場解析モデノレ
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ある時刻 Tの微小時間Aτ時間後に、j能IT面の温度 ちが1Jeに上昇したとすれば、

式(2.99)は次のように離散化できる。

A.M j ~+， -~τ-~- ， I八 M J TJ+， - ~- ， I 
T."=T← -i-ー一一一一r+一一{」--MPj=2-5 (2.102) 
J cr. I'.R l 1'.1)+， 1'.ろ Jcr . rJ ll'.l)+， + 1'.勺 |

ここに、 りはj断面の半径であり、円簡を肉厚 W方向に 6等分することを考え

LJR = W/6である。また、 必j=LJR (j=2-6)であり、 LJr1 = LJJ'7 = LJR/2であ

る。

内表面の境界条件式(2.100)については、次のように離散化できる。

h(町一九)一件2
凸円

また、外表面の境界条件式(2.101 )は、次のように離散化できる。

Tぉ=T.も

(2. 103) 

(2.104) 

断面 1，6の温度については、内面、外面温度を用いて、次式にて計算できる。

l.=い主主工J五ニ!i_五二THl+土主j九 THl 
cy.t:.Rll'.ら t:.r，J cr円lt:.r2+t:.r， J 

ト九+誌町五マト計f怯た)

(2.105) 

(2. 106) 

以上、時実IJrの温度をもとに時刻 r+l'.rの温度を直接計算するところから「前

進階差法j と称している。
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2.4 疲労き裂進展の破壊力学的解析の基礎

2.4. t 応力拡大係数による疲労き裂進展解析の歴史

まず応力拡大係数による疲労き裂進展特性解析の歴史的経緯の紹介から始め

る1361.1371

l附 10ら138ト1391により、 1957ないし 1958年までの約 10年間に次第に破壊力学

の体系が形成されたが、その当初き裂材の脆性破壊解析のために開発されたと

言われるエネノレギ解放率 (energyrelease rate)と等価なパラメー夕、応力拡大係

数 (stress川tensityfactor) K値は、これがき裂先端の応力状態を記述できるパラ

メータであるため、脆性破壊のみならず、疲労 ・環境破嬢などを含めたすべて

のき裂問題の解析に適用可能で、あることが 1957年に Parisら1401により指摘され

た これは荷重 ・き裂部材形状なとJの力学的境界条件の疲労き裂の成長に対す

る影響l士K値という量により記述できるとの主張に他ならない。その後 Parisら

は 1962-1963年にかけて、各種試験片 ・荷量条件に対する疲労き裂の進展速度

の実験値がK値を用いて統一的に整理されることを実証した1411.1421。これがい

わゆる Paris貝IJとして名高い関係式である

Kfl直による整理以前にもき裂進展速度の法則性については多くの実験的、半実

験的研究が行われていた。き裂進展速度 da/dNがき裂長さ αに対し対数、また

は片対数グラフ上で直線関係を示すとして整理できることより 、荷重一定制御

疲労試験結果から143ト1461
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G
 c
 -
-
ぬ
一副

(2. 107) 

または1471-1491

長=c.(oσ)mon ( 2. 108 ) 

が提案された。ここでAσは応力により表示された荷重振幅、 Nは荷重繰り返し

数、 C，m， nは材料定数である nについては多くの場合 1で、 mについては Frost

ら1"1はm=3、Liuら1491はm=2とした また、き裂を除いた残断面(リガメン

ト)平均応力一定制御の平板の引張疲労試験結果から n=O、すなわちき裂長さ

に無関係に da/dNが各応力について一定であるとされたこともあった1501，1511。

しかしながら、上記式(2.107)、(2.108)の経験則は広い範囲の aまたは da/dN

に対しては成立しない。これらの式ではき裂が成長することによる境界条件の

変化が画一的にしか反映されていないからである また、一歩譲ってこれらの

式が成立する範囲についても、異なる試験片形状や試験機で求まった材料定数C

の値がかなりばらつく 15
2
1。後に式(2.107)、(2.108)はき裂長さ aの関数として

のK値のある特定の変化域に対する K依存の da/dNであって、いわゆる Paris則

で表される広領域特性の一部であることが分かつた。

Parisらの 1957年の提案とほぼ同時期に、かつ各々独立に McEvilyとIIIgl531、

および石橋1541は一見異なった形式の疲労き裂進展則を提案した。 しかし、これ

らはda/dNをK値の関数とする Parisらの提案と実質上は同じであり、後に破壕

力学による整理方法の中に融合して行ったものと理解される。この Paris

(1964)1551、 McEvily (1963)1561、石橋 (1958)1541のいずれもが、疲労き裂進展速
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度がき裂端の塑性ひずみ、ないし塑性ひずみエネルギとき裂端塑性域寸法とに

より整理できると考えていたらしいことは興味深し、

疲労き裂進展速度のK値による整理は、その初期には Kmw.による式(2. 109 ) 

と .1K ( ~ κ叫， -κ'1Im)による式( 2. 110)が使用されていた141 1， 1 42 1， 1 57 1。

生 =C.(Km，，)"'
dN 

生1=C(AK)m
dN 

(2.109) 

(2.110) 

その後不規則変動荷重による疲労き裂進展に関する研究1551や、応力比による影

響の検討1571などを経て、 ，1j(依存性を重観する式(2.110)が普及 ・定着したよう

である

材料定数については高張力アルミニウム合金試験片による da/dNの広い範囲

にわたるデータをもとにして、 m = 4が選ばれ式(2. 111 )の4乗員IJが Parisと

Erdoganにより 1963年に提案された14210 

生 =C.(!J.K)4
dN 

(2. 111 ) 

しかし、材料定数C、mの値は応力比などの影響を受けるので、その後上記の

提案者を含めて一般にべき乗則式(2.110)が多く使われている。本論文では以下、

このべき乗則を Paris則と呼ぶことにする。

ところで、両対数紙上で、の非直線部も含めて一般化すると式(2.112)のように

書ける。これまでこの式が具体的に示されることはほとんどなかったが、低サ

イクル疲労域でのき裂進展を問題にする場合に必要となってきた。本件につい
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(2. 112) 

daldNが.1Kの関数であることについて、これを支持する多くの実験結果がそ

の後得られている。一方、これを否定するデータや意見もあり、後述のように

!JK以外のパラメータによる疲労き裂進展則も提案されている。しかし、特殊な

条件下での修正を除き、 da/dNの.1K依存性は現状では一般的に承認され、定着

しているように思われる。一時期.1Kによる整理が不適当とされた特性も、 K値

の解析や実験方法の進歩、あるいは改良されたき裂モデルの採用によって(た

とえば、 LJKとして実効値.1Kelfを用いる、など)、あらためてLJK依存性が確認

されるようになっている。

適用対象も初期の高張力 AI合金、高張力 Ti合金、高張力鋼から、延性の高い

軟鋼やステンレス鋼、 AIなどの純金属類、フラスチックなどの非金属材料、複

合材料 ・溶接部などの不均質材料へ拡張されつつある。

また、き裂の形状 ・荷重についても一軸引張正弦波荷重下の平板中の単独貧

通直線き裂(モード 1)から、曲げ ・ねじり ・せん断 ・多軸規則荷重 ・不規則荷

重を受ける板、棒、構造物モデル中の貫通 ・半貫通 ・表面き裂、 傾斜き裂、分

布き裂、微小き裂まで適用対象が広がりつつある。
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2.4.2 疲労き裂進展則の特性

次にいわゆる Paris則(べき乗則、式(2.110 ))により表される疲労き裂進展

則の全般的特徴を述べる。

t1Kとda/dNの基本関係は、一定振幅の面内引張荷重を繰り返し受ける片側ま

たは中央貫通き裂入り平板のき裂長さを表面上で計測したデータをもとに求め

たものである。Kf，直の意味合b、からして、同一材料に対して構造物形状・荷重

方法によらず同ーのL'JK-da/dN関係が成立することが期待されるが、それは実

証を待って言えることである。

t1Kとda/dNの特性を両対数紙上に表すと、図 2.19のように中央に直線部を挟

んだ3つの領域を示すと信じられている この直線部を第 Il領域、あるいはき

裂の安定成長域などと称され、いわゆる Paris則はこの領域の特性を表している。

この3領域の特性が連続した一つの現象なのか、質的に異なる 3現象の組み合

わせなのかは、 1本の試験片でこの3つの特性を実験的に実現することが技術

的に容易でないこともあって、明らかではない。たとえば、 LJKが大きい第 III

領犠になると、小型試験片ではき裂が入っていない残りの断面の全断面降伏が

生じda/dNが急増するが、この立ち上がり点は試験片寸法により異なる。以下、

各領域の特徴、および第 H領域にて成立する Paris則の材料定数についてまとめ

た
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LJK 
TH log (LJK) 

図 2.19 疲労き裂進展速度とilK
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第|領域の特性

図2.19に示すように、LJKをあるレベル以下に下げると da/dNは急速に低下す

る。この領域では微小のLJKの低下に対しda/dNの低下は急速で、ほとんど測定

できないほどである。このLJKの下限界を下限界応力拡大係数 (thresholdstress 

intensity factor for fatigue crack propagation) L1Kt/， と称する。鉄鋼の疲労限度のよ

うにfJK，hが存在するかどうかは確定的ではなく、第 l領域における da/dNの特性

がda/dN軸に平行でない直線として与えられることもあるt58 1・159 1。実用上は

da/dNが十分低い値となるLJKの値をLJK，hとして寿命推定の参考とできる。

このfJK，hについては以下の特性が得られている。

1. fJK'h は応力比 R(= (最小応力)/ (最大応力))の影響を強く受け、 R= 0 

でのfJK"，に対し R= 0.8 -0.9では40%程度にも低下する1601
0 この事実より、

もし試験日寺の繰り返し荷重の最小値を一定として、最大値を下げていくよう

な試験を行えば見かけ上da/dNがda/dN軸に平行でない特性が得られること

が説明できる16110

2. Rを一定とすると、面内引張に対するLJK"，は極めて安定した値である。かっ、

同系列の材料では材料の静的強度(たとえば降伏強度σy)とはほとんど無関

係に一定である。その値は一般に破接靭性 (fracturetoughness) K，cはもちろ
ん、応力腐食割れの下限界応力拡大係数 (thresholdstress intensity factor for 

stress corrosion cracking) K，sccよりも低し、。

!'.K，，， 主consl. (2. 113) 
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3. tJ.K'hが降伏点σyに無関係に一定である上記の傾向は異種材料開でも成立し、

Speidel162 1はヤング率Eを用い次式のような整理を行った。この一定値から

環境による強度の変化分が加減される。

[ ð~" ð~'h 1."，." = (8.53:t 0.95) x 10-4 .[;;;;;; ( 2. 114 ) 

4. 面外曲げについても上記2、3項とほぼ同様の結論が得られた。ただし、降

伏強度σyの影響を若干受け1631、σyが高い材料の方が低し、L1K'hを示す。この

傾向は回転曲げ疲労試験によって求められたLlK'hにも現れている1641。

5. 以上のtJ.K'hの値のほとんどはLlKを漸減させる試験法により求めたものであ

る。これに対し、 L1Kを急減させた場合や、 LlK増加の場合に求めたLlK{hは上

記のtJ.K{hより大きい。

第川領域の特性

tJ.Kあるいは Kn闘が大きい領域になると、 daldNは念、噌する。両対数紙上直線

関係の式(2.110)が成立する第 11領域の上限について、破嬢靭性 K1Cが低い材料

ではこの上限を K1Cとすることが比較的自然に認められてきた16S 1. 1 66 1。一方、

この上限が実際には K1Cと一致しないことが多いことも知られていた167 1。ただ

し、この場合の K1CはL1Kではなく、 Kma:cと比較される。

Km卸 =dK/(I-R) (2.115) 

K1Cの高い材料や、板厚条件を満足しない薄板での実験でも K
1Cの拡張適用とし

て上限界に破断荷重より求める破嬢靭性 Kcを用いることがあったが、 L1K-

da!dNの関係は試験片破断時より著しく低いK値のレベルから式(2.110 )の直線
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関係が成立しなくなることが多かった。特に弾性限の低い AI合金でこの傾向が

著しく、破断に対する Kcを形式的に修正した次の Formanの式1681もかなり使わ

れた

da C(d.K)"' (2.116) 

dN (1 -R)Kc -d.K 

一般に、 .1K-da/dNの上部曲線部の垂直漸近線で示される Kll直は、単調増加

荷重による破壊靭性と異なることが示され169ト171 1、疲労破壊靭性なる丞めrが

定義された17210 KjCl K，cく0.6なる実験データも得られている1601。

最近では第川領域に関し、5)1)の扱い方をする場合が出てきている。すなわち、

線形破壊力学で扱える式(2.11 0 )の直線範囲の上限界条件を決め、これを超える

と危険側加速域とみなすのである この上限値を Krとし、多くの圧力容器鋼に

ついての実験から次の値が与えられた16010

元=1.6x 10-3 inch (=山)
(2. 117) 

式(2.117)はき裂関口変位 COD(Crack Opening Displacement)基準で与えたこと

に相当する。具体的には、 Kr>K，cなら K，cを、 Kr<K，cなら Krを上限界値にと

ろうというのである。また、これより大きいK値のレベルでの疲労き裂進展は

材料の非線形性を考慮、して処置する。これについての議論は低サイクル疲労に

関する項で扱う。

なお、高サイクル疲労での第 川領j或の特性は、実験技術上詳細な議論が容易

ではなし、。
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Parls員IJの材料定数

式(2. 110 )、いわゆる ParisJ'lIJで表される疲労き裂進展特性の材料定数C、m

について以下まとめた。

log(L1め-log(da/d.めの直線関係はある狭~'L1K -da/dN領域を通過するので、 C

とmの閑には極めて安定な関係がある1731。これを

C=A. Bm (2.118 ) 

と示すと、 Bは約 1/55、Aは普通鋼で約 1/20000、アルミニウム合金で約 1/2500 

のようである1521。ただし、応力比Rに影響するような荷重条件の変化があると、

Cとmの値は変わる。また da/dN測定時のL1aが小さいと Cとmは大きく変動す

る しかし、これらの場合でも log(のとmの関係をプロットすると、直線上に

乗る1
52
1，1
74
1。残留応力が存在する場合も同様で、それらの溶接部のデータも同

じ直線上に乗る1751。しかし、超硬度鋼やオーステナイトステンレス鋼・Ti合金 ・

Cu合金・ AI合金等の面心立方格子材料で、は Cまたは mが上記直線より高い値

を示すようである1751。

83 



2 本研究に関連する基礎理論

2.4.3 低サイクル疲労き裂進展

これまでは主として高サイクル疲労き裂進展に関する基礎事項をまとめてき

たが、本項においてこれらの議論をいわゆる低サイクノレ疲労領域に拡張する1761。

ここではどのような状態にある疲労き裂を低サイクル疲労き裂と呼ぶかにつ

いての議論を避け、従来から一般的に受け入れられている低サイクノレ疲労の概

念の類推 ・拡張として、き裂部の塑性変形が著しくて材料非線形性や幾何学的

非線形性が無視できない状態にある疲労き裂を扱うものとする。このようなき

裂としては、

・ 低応力が繰り返されるような荷重条件下であっても、き裂寸法が十分大きい

ためき裂先端の塑性域寸法が大きいときの疲労き裂

・ き裂周辺の材料がかなり広い領域で高応力が繰り返されるような荷重条件

下にあるときの疲労き裂(高応力部にあるき裂はごく短いき裂も含めて非線

形性が無視できない場合がある)

- 高温条件下の疲労き裂(クリープ温度域において、材料のクリープ現象が塑

性変形の繰り返しとともにき裂成長に関与すると考えられる)

を対象として考えることにする。以下、本論文の主要なテーマである、破壊力

学ハラメータによる低サイクル疲労き裂進展データの整理に関連する事項をま

とめた

これまでに低サイクル疲労き裂進展特性についても、高サイクル疲労き裂進

展特性同様、種々の破壊力学パラメータを用いた整埋式が提案されている。 し
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かし、低サイクル疲労き裂については、巨視的な力学的挙動についても、巨視

的・微視的なき裂の進展機構についても、広範囲の条件にわたって適用できる

き裂進展速度の整理式、あるいはき裂解析モデノレは確立されていなし、。 しかし

ながら、構造物の健全性評価を行う立場からは使用条件を明確にしておけば、

有効に適用できるものが多し、。以下、前述の低サイクル疲労き裂の分類に従い

き裂進展速度の繋理式をまとめた。

長い疲労き裂(常温、または低温)

「長いき裂」をここでは、容易に目視でき、き裂先端の塑性変形領域が大きく

なったき裂を指すものとする。

まず、 K値を用いた整理から説明を始める。今一度疲労き裂進展速度 da/dNを

応力拡大係数範囲t1Kで整理した場合の一般特性(図 2.19)を考える。図中の

第川領域はき裂の塑性域が大きく成長した状態に対応するようであり、 da/dN-

dK関係がし、わゆる Paris則、式(2.110)から上方に離れて加速されたよ うな状態

となる過程である。この過程は、微視的には疲労き裂先端近傍における空洞の

形成と合体によるといわれるデインブルなどの破面で特徴付けられ、これらの

破面とストライエーション形の破面との面積比の増加に従って、疲労き裂進展

速度の加速が顕著になると考えられている1771。

線形破鐘力学ノ号ラメータである K11直は、静荷重条件では小規模降伏条件におい

てき裂先端の近傍の応力状態を良く表現できるとされている。もしこの考え方

が疲労き裂に拡張できるとしても、第 11-川の遷移領域から第 111領域において

は当然dKの使用に際し注意が必要である。ところが、中央き裂広幅平板試験片、
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あるいはCT(Compact Tension)試験片を用いて得られたデータに対してはいわ

ゆる Parisl'IlJの式(2.110)の関係が高，1j(領域まで適用できる例があり、応用上の

有用性から第 川 領域においてもき裂進展速度の整理にtJKが用いられている。

高.1K領域まで式(2.110 )が適用できる現象は、塑性域周辺の拘束の大きさと関

係があるといわれている。

広幅でないAI合金板で見られるように第川領域が広く緩やかな上昇曲線を描

くlog(Llめ-log (ぬゾaN)特性に対しては、その曲線の漸近線としてK値の限界値

んを設定し、式を形式的に修正したいわゆる Forman式1681(式(2. 116 ))も提

案されている。

また、疲労き裂進展速度がき裂先端の塑性域寸法に関係すると仮定すること

により、材料の降伏応力や加工効果指数などを含む形で式をまとめ、軟鋼や AI

合金 (AI-Zn-Mg-O.5Cu)に対し高い速度域支で適用できる整理式も提案されて

いる1781。

ところで、実際の疲労き裂では、変動する荷重がその下限値まで降下する以

前にき裂の面間接触が起こるため、 tJKは厳密には荷重変動範囲L1Pに比例しな

い。そこでその差が著しい場合には、 tJKを補正する方法が提案されている。仔.IJ

えば、き裂の面間接触が起こらないとしたときのK値から面問反力によるK値

を差し引く方法や、幾何学的に接触が起こるまでのK値の変動をとる方法もあ

る。また、一方応力の実効変動範囲A句が あるいはこれに対応する有効応力拡大

係数範囲tJK
effを求める方法も提案されている。この場合、次式の関係がかなり

広い範囲のき裂進展速度に対し成立することが多くの材料に対し認められてい



る1791-1821。

主主=C(6K"n')'"
dN 叩

ここに、 U(，のを応力比Rの関数として、

M 'ff=U(R)'M 
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(2.119) 

(2. 120) 

であるが、 U(R)は解析的にも実験的にも予め決定するのは困難であり、類似の

実験結果を参考に設定せぎるをえない。

以上は非線形の現れる領域まで含め、線形破壊力学パラメータK値を用いて

疲労き裂進展速度を整理する方法で、あった。これに対し、 以下最後にき裂にお

ける非線形挙動を直接反映させる立場からの速度法則も提案されている。たと

えば、静荷重における J積分に対応した繰り返し荷重に対する J積分範囲tJJが

整理ノ、ラメータとして用いられ、 Paris貝IJが成立しなくなる高t1K領域まで含めて、

表=C (2.121 ) 

の関係が成立することを示すデータを Dowlingが発表している1831。また、式(2

121 )は弾性の破嬢力学パラメータtJK でよく整理ができる中低位のき裂進展領

域における進展速度法則も包含して統一的に表現できる表示式のようである。

すなわち、

J=互:
E 

(2. 122 ) 

なる関係が成立する弾性域も含めて、よく整理ができることが知られている。

また、き裂先端の関口変位量 CTOD( Crack Tip Opening Displacement )、または
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その有効範囲 CTODeff'こ対して次式の適合性が検討されている1801・1841，1851。

生 =C(CTOD)'"
dN 

(2. 123) 

このほかひずみ範囲，1&とき裂長さ/とによるパラメータL1&.Ji1 86 1、またはき

裂先端の全ひずみ範囲L1&rによる整理1801も提案されている。

高温疲労き裂

高温下の疲労き裂進展の現象は、

l タリープ温度以下の高温における疲労き裂進展現象

2. クリープ温度以上の高温においてクリープき裂進展現象と疲労き裂進展現

象が相互に影響を及ぼしあうクリーフ疲労現象

3 熱サイクノレを受けることにより疲労き裂が進展する熱疲労き裂進展現象

に区別して論じられることが多し、。し、ずれも確立された疲労き裂進展員IJはまだ

なく、提案されているものの紹介にとどめる

熱疲労き裂進展 3項の熱疲労き裂進展に関する研究は極めて少ない。その

中で、熱疲労き裂進展則としてひずみ拡大係数範囲L1Kcを用いた次の式が提案さ

れている1871

生 =C(M，)"'
dN • ( 2. 124 ) 

之J-フ温度以下の高温における疲労き裂進展 1項のクリープ温度以下の

高温における疲労き裂進展則に関しては2例紹介する。

まず、荷重周期 ωの影響を考慮した修正 Manson-Coffin員IJI881、およびき裂進

展速度
da/dNがき裂長さ αに比例するとの実験結果、塑性ひずみ範囲A今の影響
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を考慮した次式が提案されている1891。

表=C(tl6'p)'" . W'-I。 (2.125 ) 

kは荷重周期の影響を示す定数で、0とlの聞の伎である。

また、高サイクル疲労からの類推により K値を用い、さらに上式と同様に

daldNがLl6'pの僧大に伴い速くなること、繰り返し負荷後の引張強度子を導入す

ることにより混度依存性を考慮、した次式が提案されている1901。

生-f5ι竺ι
dN v T2 

(2. 126) 

その他、正味断面の公称、応力で整理した例1911や、 K/E(E ヤング率)1 92 1や

K}/Eで整理した例1931もある。

クリーフき裂進展 クリーフ疲労ではクリーフによるき裂進展と低サイクル

疲労き裂進展の両者、およびその相互作用の現象が含まれるので一層複雑であ

る

まず、タリープ単独のき裂進展がどのようなノ号ラメータに依存するかについ

ての検討結果を紹介する。クリープでも小規模降伏の条件が満足される場合に

は、き裂先端の応力の特異性がクリープによるき裂進展を支配すると仮定し、

K値を用いてき裂の進展時間速度da/dlを整理すると、次式の関係で良く整理が

できることが示されている19410

da C.K'm 

dl (l+n) 

ここに、 n:クリープ指数、 C，m:材料定数、 である。

(2.127) 
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K値でクリープき裂進展速度を整理した例は数多く報告されている195ト1971。

しかし、クリープ変形が著しくなると、 K11直が整理パラメータとして不適当に

なる例が報告されている1951，1981。正味断面の公称応力で、整理した例1951，1971や、

真応力で整理した伊)1
99
1も報告されている。また、非線形性を考慮し、定常クリ

ーフ状態でのき裂進展を修正J積分fを用いて整理した例1100卜い021もあり、こ

の場合K値や公称応力で撃理した場合に比べて良く整理できることが報告され

ている。さらに、き裂端関口変位 (CTOD)をパラメータとして整理した結果も

報告されている11031叶 1051
0

之iニZ霊堂 クリープ疲労に関する研究もいくつか報告されている。da/dl

とK(またはLlK)で整理されているもの1106ト 11091や、実断面応力で整理したも

の11師|がある 一方、非線形性を考慮したハラメータLl.}q;を用いた次式により、

良く整理ができるとの報告もある11101

生 =C.M.'::
dN '" 

(2. 128 ) 

Mゅは従来のLl.}に修正を加え、荷重端変位の代わりにき裂中央の関口変位盆を

用いたものである。

また、クリープき裂進展に用いられる修正J積分によって求めたパラメータ

M，を用い、次式により高温クリープ疲労き裂進展速度が良く整理できることが

報告されている11111・11121。

生 =C.(M
c
)"'

dN c 
(2.129 ) 
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短い疲労き裂

従来より構造物の疲労による損傷過程は、疲労き裂の発生、進展過程に分けて

取り扱われることが一般的であった。ところが、従来発生過程として扱われて

いた微小なき裂についても定量的な評価が必要となる場合や、ごく微小な欠陥

からの疲労煩傷過程を検討する必要がある場合もあり、微小き裂の進展挙動を

明らかにするための研究が進められている。

本論文では対象外の分野であり、項目としての記述にとどめる。
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2.5 結言

本章にて本研究を展開する上で基礎となる理論をまとめた。

まず2.2節にて、き裂を有する構造物の健全性評価の際に必要となる線形破壊

力学の基礎理論を説明した。はじめに本論文で一貫して破壊力学ノ号ラメータと

して使用する応力拡大係数 (K値)を説明し、続いて第3章では片側き裂梁、

第4章では円筒環状き裂のK値導出に用いるコンブライアンスの概念を説明し

た。その後K値の解析法の説明を行った。この中で、有限要素解析は第3、4

章、重み関数法は第3章にて用いられる。

次に2.3節にて、熱応力や円筒の変形問Mを取り扱う際に用いた連続体力学の

基礎理論をまとめた まず熱応力問題を扱うに必要な Duhamelのアナロジにつ

いて説明した これは第3、4章に共通して用いられる。次に第4章の基礎と

なる、薄肉円筒の理論を説明した。ここで、薄肉円筒の軸対称問題がその変形

に関する支配方程式の類似性から弾性支持梁に置き換えることができることを

示し、その後有限長の弾性支持梁の曲げに関連する理論を説明した。さらに、

第6章にて用いられる円筒の一次元過渡温度場解析手法について説明した。

最後に2.4節にて、第6章の疲労き裂進展解析の際に必要となる基礎理論、お

よび過去の研究の歴史的経緯について説明した。この説明の中で、高サイクル

疲労から低サイクル疲労まで、疲労き裂進展速度が線形破壊力学パラメータで

あるK値を用いて多くの場合良く整理ができることを述べた。この整理の基本

l士、疲労き裂進展速度がK値のべき乗に比例するとする、いわゆる Paris員Ijであ
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3 片側き裂板の黙応力下応力拡大係数評価j去の開発

3 片側き裂板の熱応力下応力拡大係数評価法の開発

3.1緒言

円筒環状き裂を念頭に置き、断面形状の類似性、および破壊力学の基本部材で

あることより、片側き裂板の熱応力下応力拡大係数基本特性を検討すべく、本

章にて片側き裂板の熱応力下応力拡大係数評価法を導く。片側き裂板の端部は

拘束され、温度はその幅方向に一次元的に分布するものとした。

まず3.2節にて典型的な温度分布に対する K値を有限要素解析 ・変位法により

求め、導く K1i直評価式が備えるべき仕様を絞り込んだ。次に3.3節にて片側き裂

板のこの熱応力問題のK値評価法を開発する際の考え方を述べる。すなわち、

き裂先端の特異性に着目すると、この熱応力問題のK値が自由膨張時の変イ立を

打ち消す変位を与える変位境界問題のK11直として求めることができる点を説明

するそして、 3.4節にて片側lき裂板変位境界問題のK値評価法を開発し、 3.5節

にてこの手法を熱応力問題に適用する。最後に3.6節にでまとめを行う。
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3.2 有限要素解析による片側き裂板熱応力下K値

一般に任意温度分布に対応する熱応力は平均熱応力と、平均熱応力からの偏差

成分に分解して考えることができる。ここでは端部を拘束され、その幅方向に

温度が一次元的に分布する片側き裂板の平均熱応力に対応し平均温度(-，1ηに基

づく熱応力を、そして平均熱応力からの偏差に基づく応力に対応し平均値零、

内外面温度差2L1Tの線形温度分布に対応する熱応力を検討した(図 3.1)。以

下この熱応力を、各々「一様熱応力J r線形熱応力Jと称する。

有限要素解析ではき裂まわりを三角形要素、他は四角形要素を使用した。いず

れも二次要素である。要素数は断面のアスペクト比 H/W、無次元き裂長さ a/W

にもよるが、 100-700程度の要素を使用した K値の評価は変位法によった。

通常の荷重境界問題であれば、 K11直は H/W=3以上で HJW=∞の結果と差

が無いと言われている。今回の熱応力の場合には状況が異なった。そこで長

さHの影響についても合わせて考えることにした。板幅 W=10 mm、長さ H

~ I O， 20，30，40， 50， 100， 500， 1 000 mmについて無次元き裂長さ a/W=0.1，0.2，

0.3，0.4，0.5，0.6の計算を行った。し、ずれも E= 21 000 kg/mm2、。 =1.0 x 10・5

Itt、tJT=50 Oc、v=0.3とした。

いずれもき裂は板の長さ方向中央に存在するとして計算を行った。
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図 3.1 片側き裂板の一様 ・線形熱応力
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3.2.1 線形熱応力下のK値

図3.21こ片側き裂板の線形熱応力下無次元K値を示す。これより次のことがわ

かる。

l 片側き裂板線形熱応力下のK値は、基本的にき裂が長くなるにつれ極大値を

示す。

2 この傾向はアスヘクト比政Wの影響を受け、 W/H=1/100程度の長い板にな

ると K値が単調唱力日の傾向を示した。

ここで片側き裂板のK値が断面アスペクト比 H/Wによっては極大値を示すこ

とに注目したし、。これは、片側き裂板の引張 ・純曲げ下のK値がアスペク卜比

H/W> 1.5に対し、無限長板の特性を示す傾向とは大きく具なる。今回の検討結

果よりこれから導く K値評価式は「アスヘクト比の影響が評価できるものJと

する必要があることがわかった。
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0.5 

図3.2 有限要素解析による線形熱応カ下の無次元K値 (w=10 mm) 
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3.2.2 一様熱応力下のK値

図3.31こ片側き裂板の一様熱応力下無次元K値を示す。これより次のことがわ

かる。

1. 片側き裂板の一様熱応力下K値は、き裂が長くなるにつれ極大値を示さなか

った。

2 このK値は W/!-1が小さい長い板の場合にき裂が長くなるにつれ単調糟加し、

W/H ~ 11100程度で片側き裂板を σo=Eα，1T=10.5 kg!mm2の一様応力で号|張

った結果とほぼ一致した。

片側き裂板の一様熱応力下K値が極大値を示さないことより、平均温度から

の偏差成分について検討すれば十分であり、以下所用のK値評価式を導く際に

検討対象とするのは、平均温度からの偏差成分とする。
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0.5 

図3.3 有限要素解析による一様熱応力下の無次元K値 (w=10 mm) 
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3.2.3 有限要素解析まとめ

端部を拘束された片側き裂板の一様・線形熱応力下K値を有限要素解析・変位

法により求め、次のことがわかった。

| 片側き裂板のK値は一様熱応力(平均熱応力に対応)と線形熱応力(平均熱

応力からの偏差に対応)では、 K値の無次元き裂長さ a/Wに対する特性が異

なる。すなわち、線形熱応力下ではK値がき裂長さが長くなるにつれアスペ

クト比 HlWによっては極大値を示すことがあるのに対し、一様熱応力下で

は極大値を示さなし、。

2 線形熱応力下のK値は 砂'/H=1/100程度の長い板になると、単調増加の傾向

を示した。

] 以上、片側き裂板の一様熱応力下K値が短大値を示さないことより、平均熱

応力からの偏差成分について検討すれば十分であり、以下所用のK値評価エl

を導く際にも、検討対象とするのは平均温度からの偏差成分とする。また、

これから導く K値評価式は「アスペクト比 H/W の影響が評価できるもの」

とする必要がある。
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3.3 片側き裂板の熱応力問題と変位境界問題

図3.4左に示す、端部を拘束され、温度が幡方向に一次元的に分布しする片側

き裂板の熱応力下K値について考える。前節の有限要素解析結果より、検討対

象とするのは平均混度からの偏差成分に対応する熱応力である。

ここでまずこの問題のK値が、図 3.4中央の自由膨張時のK値 的.eeと、この

自由膨張による変位を打ち消すような強制変位を与える図 3.4右の問題のK値

K，の和として求まる点に着目した。

そして、図 3.4中央の自由膨張の変形については、 Duhamelのアナロジ1113 1 

により図 3.5(b)に示すように端部に M，を負荷する場合と、き裂面上に M，を生

じさせる応力分布に対応する表面カ(図 3.5 (c)の実線)が負荷される場合の変

形と等価である ここに、片側き裂板の M，は次式にて定義される量で、以下熱

変形相当モーメントと称する。αは線膨張係数である。
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ところが、き裂先端の特異性に着目すると、図 3.5 (b)と(c)の特異性が相殺さ

れるために、図 3.5 (a)の自由膨張問題に特異性が生じないことになる。従って、

4，，=0であり、所用のK値は図 3.61こ示すように、自由膨張時に端部に生じる

変位 U('1)を零にすべく、端部に変位(-U(ワ))を与える変位境界問題のK値 K，と

して求められることになる。ここで、熱応力は線形温度分布以外に対し零では

ないが、特異性は常に生じない点に注意が必要である。

以下、片側き裂板変位問題のK11直を評価する一般的な方法を導く。
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図 3.4 着服点 目端部を拘束された片仮IJき裂板熱応力下のK値
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H 

( a ) ( b ) ( c ) 

図 3.5 Duhamelのアナロジ
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H 

図 3.6 片側き裂板の熱応力間短と変位境界問題
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